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１．はじめに

　オランダは大学評価の先進国として，英国と並

んでしばしば他国から参照されてきた。そのオラ

ンダにおいても大学評価のシステムは固定された

ものではなく，近年，変更が行われている。

　教育評価については，１９９９年にボローニャ宣言

が採択されて以降に大きく変化した。２００２年に高

等教育・研究法（���）が改正され，大学はそ

れまで授与していた���������	
�という修士相当

の学位から，��������（学士）と������（修士）

の学位を出せるようになった。同時に，それまで

大学協会（����）により行われてきた教育評価

は，新たにアクレディテーション制度へと変更に

なった。大学の教育プログラムは，大学協会の評

価部門が独立する形で設立されたオランダ大学品

質保証機関（����）などの独立の評価機関（���

と呼ばれる）の一つによって第三者評価を受け，

その評価結果を基にオランダ・フランダース認証

機関（����）が認証するという２段階の制度へ

と変更された（��������	�
���

������������
２００４��

����������	�
�
���
��������
��２００４を参照）。

　一方で研究評価についても近年に変化をみてい

る。これまでは教育評価と同様に大学協会によっ

て，分野ごとに，大学を比較可能な形で一度に評

価する方法がとられていたが，２００３年からは各大

学の理事会（�����）がイニシアティブをとって，

各々に研究評価を実施するという，より自律的な

評価システムへと変更になった。この変更は，大

学評価を単独に考えて設計されたものではなく，

大学が関わるその他の研究評価や，基礎研究を行

う公的研究所の評価との整合性，研究情報データ

ベースの構築なども含めた，国全体の研究評価シ

ステムを見通して改変を行ったものである。

　そこで，本稿では研究評価に焦点を絞り，オラ

ンダの研究評価システムのこれまでの展開と，新

たなシステムの内容について紹介する。

　これまでもオランダの大学評価については，日

本でもいくつかの紹介が行われてきた。米澤

（２０００）は主に教育評価に重点をおきながら，大

学評価の導入の政策的背景と評価方法を紹介し，

政策科学研究所（１９９８）は大学の研究評価が開始

された初期段階の概要の紹介を行っている。本稿

では，これら先行研究で紹介された時期をさらに

遡って研究評価導入の歴史を概観し，その後に，

先行研究以降にオランダで展開された研究評価シ

ステムに関する議論の状況と，新たに設計された

評価システムの詳細について紹介する。大学評価

の先進国であるオランダにおいて，どのような点

が問題となって新たな制度設計がなされたかを把

握することにより，遅れて大学の研究評価の制度

化を進めている日本への含意を得ることを本稿の

目的とする。

２．２００３年以前の研究評価システム

２．１　��政策から大学協会による研究評価の導

入

　オランダにおいて，大学の研究活動に関する組

織評価が行われ始めたのは，１９８０年代に遡る。こ

の最初の試みは，政府から大学への一括補助金

（日本の運営費交付金にあたる）の配分に用いる

ためであった。

　オランダでは大学への補助金配分は，１９６０年代

から�����モデル（１９６０─７７年）や���モデル

（１９７８─８２年）と呼ばれる方式に基づいて行われて

きた。しかし，これらでは研究活動に使用される

金額も含めた，政府から大学への補助金全体が，

主に学生数に基づいて決定され，研究活動の実施

状況が反映されないという問題を有していた

（��������１９９８）。特にオランダは他国と比して，

大学が使用する研究費の内で，国からの一括補助

金の割合が，競争的研究資金や産業界や財団等か

オランダにおける大学の研究評価の展開
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らの外部資金に対して大きいという特徴を有して

いるため，補助金が学生数に影響されるというこ

とはいっそうの問題であった。

　そのため，１９８３年に���（������������	�
�	��）

と呼ばれる新たな資金配分方式が導入され，そこ

では教員の数に関わる要素の算定を，主に学生数

を基礎とする教育活動分と，学生数とは関係のな

い研究活動分に区分する方式がとられた。研究活

動分については，研究の質の承認によって資金配

分を行うことになり，これは「�����������	
������

（��）」と呼ばれた。��では，オランダ王立人

文・科学アカデミー（����）によって任命され

た外部評価委員会が，各大学の研究グループ（「研

究プログラム」と呼ばれる）から提出された資料

（研究目的，活動，研究成果）に基づいて評価を

行い，肯定的な評価結果であれば，次の５年間の

予算を保証するというものであった。しかし，実

際には，３段階の判定のうちの一番下の「不十分」

と評価される大学はほとんどなく，最も良い「卓

越」とされる機関も少ないという一様な結果とな

り，加えて大学からの反対もあって，評価結果に

基づく資金配分の差異化としては機能しなかった

という（����������	�
�１９９７������������２００３）。

　この���は複雑すぎるという批判もあり，

１９９３年からは新たに�����（１９９３─９６年）という

資金配分方式に変わり，研究活動分は，基礎配分，

博士号授与数，戦略的考慮の３つの要素によって

算定される方式に変わった。そのため，政府は

��の代わりに，新たに大学の研究の質を評価する

システムを形成することを求めた。これにより，

既に１９８６年から教育評価を実施していた大学協会

が，研究評価も担うこととなった。

　研究評価の最初のラウンドは１９９３～１９９７年に行

われた。ここで取られた研究評価の方法は，それ

までの��政策で行われた内容と，大学協会が既

に行っていた教育評価のシステムを援用したもの

である。すなわち，��政策と同様に，５～２０人

程度の教員の研究活動を「研究プログラム」とし

てグループ化し，それを評価単位としてピアレ

ビューを行う。評価は大学協会が作成したプロト

コルに基づいて行われ，２８の学問分野ごとに実施

された。

　１９９７年にはほぼ全ての分野の研究評価が一巡し

たため，大学協会は「将来の質の評価に関する委

員会」を設置してその後の方法について検討し，

ほぼ同様の形式で二巡目を実施することを決定し

た。１９９７年１０月には改訂されたプロトコル

「������������	�
�����
������������������������」

（�����１９９８）が決定された。

２�２　大学協会による研究評価の方法と特徴

　２巡目のプロトコルでは，研究評価の目的は，

１）研究グループや大学マネジメントへのフィー

ドバックを通じて質の維持と改善を行うこと，

２）大学や学部の理事会へ質の評価を提供するこ

とにより質に基づくマネジメントを行うこと，

　と明記されている。��政策のように評価結果

を補助金配分へ結びつけることは目指されず，大

学や研究グループの自己改善の支援が主眼となっ

ている。

　この２巡目の評価は３４の学問分野ごとに行われ

た。各大学は，プロトコルに基づいて提出書類を

作成し，それをもとにオランダ人の委員長と他国

の研究者５～７人で構成される委員会が評価を

行った。評価は，研究プログラムを単位に，質，

生産性，関連性，発展可能性の４項目について５

段階で判定し，記述説明を行うというものであっ

た。評価報告書は当該分野の全大学の評価結果が

一冊に含まれており，容易に比較できるような構

成になっている。また，評価報告書には各研究プ

ログラムの評価に加えて，オランダ国内の当該分

野の研究活動の全体的状況についての評価と，各

大学の当該分野全体（すなわち学部や学科にあた

る）に関する評価も記述される。ただし，評価の

主たる焦点は各研究プログラムの質にあるとプロ

トコルには記されており，評価報告書の多くの

ページは研究プログラムの評価で占められている。

　このように，オランダの大学の研究評価は，最

初の導入は一括補助金配分への利用を目的とする

ものであったが，その後は大学の自己改善の促進

を目的とするものとなり，評価結果が資金配分に

直結する英国の���と対照をなすものとして，

しばしば参照されてきた。このような設計の背景

には，オランダでは１９８５年に政府文書「高等教育

における自律性と質�（��������	
��
）」が発表

され，社会ニーズの変化にフレキシブルで効果的

に対応できるように高等教育機関の自律性を高め

ることが必要視されたこと，さらには１９９３年に施
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行された高等教育・研究法（���）においても

政府はマクロレベルの効率性については責任を維

持し続けるが，質の管理は各機関が責任をもって

実施するものと定められたことが挙げられる。

　教育文化科学省が４年ごとに作成する「科学予

算」の２０００年版においても，研究システムは様々

なアクターが関与する複雑な存在であるため，政

府による中央集権的マネジメントを行うことは困

難であり，政府は研究システムの自己規制能力を

促進すること，および，自己マネジメントの自由

を提供することを選択したと述べられており

（���������	
���
�２０００），個別の機関の自律性を

尊重した分散的マネジメントが重視されてきたと

見ることができる。この自律性の尊重と表裏の関

係として，各機関の説明責任も評価という形で要

求されるのである。

　大学協会は大学の連合組織であるとともに，個

別大学と政府との間に位置する中間組織として，

一連の評価作業をコーディネートし，大学から委

託されて具体的な評価作業を行う立場になる。特

にオランダの科学政策システムは，大学協会や

����，オランダ科学研究機構（���）などの，

研究実施者と政府との間の中間レベルに位置する

組織の機能が充実していることが特徴であり

（����������	
���������
�２０００，塚原２００２），研究

評価システムの設計やその実施の権限についても

多くがこれらに移譲されている。このことによっ

て，政府によって資金配分への直接的な連結や説

明責任が強固に進められるのではなく，大学自身

が研究活動を改善することに焦点がおかれ，また，

固定化された指標で評価するのではなく，一定の

プロトコルやそれに基づく自己評価を評価プロセ

スの中で重要な要素としてきたと考えられる。

３．研究評価システムの変更のための議論

　大学協会による研究評価は二巡行われてきたが，

その方法については様々な不満も寄せられていた。

����の�������氏によれば，問題点として，異

なる種類の研究評価が数多く行われていること，

評価にかかる労力が大きいこと，学際研究が十分

に評価されていないこと，評価結果がどのように

使われるか明確でないこと，研究のマネジメント

が評価されていないことなどが指摘されていたと

いう１。

　評価作業の負担については，例えば「科学予

算」の２０００年版においても，「研究活動の資金配分，

質の管理，報告の方策における官僚的形式主義は，

研究者に対して管理運営の負担を過剰に負わせ，

研究者は研究を行う時間を十分に確保できないで

いる」と指摘し，規則や手続きの合理化と脱官僚

主義化が必要であると述べている（���������	
�

����２０００）。

　また，評価システムの一貫性の欠如については，

����，���および大学協会によって，１９９６年１２

月に����������	�
��教授を委員長とする「研究評

価の調整に関する三者間作業部会」が報告書『研究

評価の調整����������	
����

�����

���������』

を公表しており，そこでは，既存のシステムの行

き過ぎた改革は必要ないとした上で，����，

���，大学協会でそれぞれに実施されている研

究評価システムの間で調和を取ることを推奨した。

この３機関では，大学協会が大学を対象に，����

と���がそれぞれの附属研究所を対象に，異な

る研究評価を実施していた。さらに，����は大

学の研究大学院と呼ばれる組織の承認（後述）を

行っており，���は「トップ研究大学院」の評

価，研究プロジェクトや研究者個人向けのグラン

トの評価などを様々に行っていた。そのため，多

様な評価を受けることによる研究者の作業負担と

ともに，評価間の比較可能性や相互参照の欠如が

問題となっていた。

　これらを受けて，１９９９年４月に����，���，

大学協会は，研究の質の評価のシステムを簡略化

し改善することで合意した。翌月に，エラスムス

大学ロッテルダムの����������	

	�教授を委員

長とする「学術研究の質に関する作業部会」を設

置し，大学だけでなく����や���の附属研究

所をも含めた新しい研究評価システムの作成に着

手し，２０００年４月に報告書『質の責任：学術研究

のための新しい品質管理システムに向けて����������

��������	
��

�������������	�������
��������	��
��
��

�������������	
���

�������	�������』（������

����������２００１）を作成した。

　この報告書では，まず，大学をはじめとするオ

１　����の�����������	氏らへのヒアリングによる（２００５年３月１４日）。
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ランダの研究機関のレベルがきわめて高くなった

ため，国内の研究機関を比較する形で評価する必

要性は薄れ，新しい品質評価システムでは，国際

的な評価が主流とならなければいけないと指摘す

る（��１２）。

　その上で，報告書ではいくつかの基本的な設計

を推奨する。主要な点の一つは，大学などの組織

の研究評価を，組織内部の自己評価と外部からの

評価が効率的に連結したものにすることである。

すなわち，大学などの研究機関は少なくとも５年

に２回は自己評価を実施し，それを基にして外部

の専門家による評価を多くとも６年に１回実施す

ることを推奨した。各研究機関は，自己評価の責

任を有するとともに，外部評価についても主導的

に行うとされ，それまで大学協会が行っていたよ

うな，設定された学問分野ごとに国内の大学を比

較できる形で一斉に評価するという形式を廃止す

ることを推奨した。

　また，評価を行う内容については，研究内容だ

けでなく，組織の研究方策の質についても検証す

ることを推奨し，ヨーロッパ品質管理財団

（����）およびオランダ品質機関（���）によ

る組織の品質管理モデルを参考に，マネジメント

面を含む自己評価項目の案を推奨した。

　さらに，研究者が各種の評価（内部評価・外部

評価，研究大学院の承認，���へのグラント申

請）に対して提出するデータを標準化する必要を

報告書は指摘した。研究者はまず大学や各研究機

関にデータを提出し，各機関の内部情報システム

にデータが保管・管理され，評価などの必要な場

合にこれらが部分的に公開されるシステムを構築

すべきとした。さらに，このように保管された

データや外部評価報告書などは，補助金支給や研

究大学院の再承認において使用されることで，異

なる評価間での連携・参照が生じることを推奨し

た。

　この作業部会報告書に対して，����，���，

大学協会は２０００年１２月に大筋で合意し，共通の研

究評価プロトコルを作成することを決定した。特

に，これまでの評価システムでは，評価への膨大

な作業負担とともに，学問分野ごとの評価であっ

ても「石炭と卵」ほど異なる対象を比較しなけれ

ばならないことがあったと指摘し，直接的に比較

する評価をやめることによって，これを解消でき

ると述べている。

４．新たな研究評価システム

４．１　標準的評価プロトコル

　この部会報告書に基づいて，大学協会，���，

����は共同で，新たな研究評価のプロトコル

『公的研究機関の標準的評価プロトコル２００３�

２００９�（����������	�
����
����
�
�

���������������

��������	
	���
�������������）』（�����������

�����２００３）を定めた。

　プロトコルでは評価の目的として次の３点を挙

げている。

１）研究の質と適切性の国際的水準に基づいた評

価による研究の質の改善

２）研究のマネジメントとリーダーシップの改善

３）研究機関や資金配分機関の上位レベル，政府，

社会全体に対する説明責任

　このプロトコルがそれ以前のプロトコルから変

更された主な点は以下である。

　一つは，評価は遡及的（�����������	�）な分析

と展望的（���������	�）な分析の組み合わせであ

ることが強調された。これまでは過去の実績を主

に評価するものであったが，このプロトコルでは，

優れた研究活動を将来も行い続けていくことの評

価にも重点がおかれている。このことは，研究活

動のマネジメント面にも重点がおかれることを意

味しており，具体的な評価項目として，研究業績

に加えて，リーダーシップ，戦略，方策，研究体

制などが設定されている。

　また，前述のように学問分野ごとに一斉に評価

を行う方法は取りやめになり，各大学や���，

����がそれぞれに評価を行うことになった（た

だし，大学等自身が外部評価を複数の大学等と共

同で行うことは可能であり，また，以前の大学協

会の評価部署が独立した����に調整役を依頼

することもある）。そのため，評価を行う組織単

位も，大学協会によって設定された学問分野では

なく，各大学が実態に即して自ら決定できるよう

になった。評価される単位はこのプロトコルを通

じて「���������」（以下，研究組織と訳す）という

語で表現されている。これは「明確に示された

ミッションを共有しながら，同一の管理運営体制

の下で活動している研究者の集団」と定義される

（��６）。先述の『質の責任』報告書では１２０～２００
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人程度の研究者（博士課程学生相当の訓練助手

（���等）を含む）で構成される規模と想定され

ており，研究大学院と一致させることが推奨され

ている。この研究組織の内部に「研究プログラム」

が複数存在するという，階層的な構造である。

　１９８０年代の��政策，およびその後の大学協会

による大学評価では，評価に際して「研究プログ

ラム」という概念を導入したことによって，その

後に，大学が研究活動の意思決定をこの「研究プ

ログラム」を単位に考えるようになったという効

果をもたらしたと言われる�（����������	�
�１９９７）。

今回の評価プロトコルで，その上位の「研究組織」

に対する評価に重点が置かれたことにより，研究

組織が研究マネジメントを行う単位として，いっ

そう機能することが求められるようになると考え

られる。

　また，新たな評価システムでは，研究組織が３

年ごとに自己評価を行い，６年ごとに外部評価が

行われることを定め，自己評価が交互に外部評価

の準備と中間評価になるという制度設計が行われ

た。自己評価および外部評価は，研究機関（大学，

����，���）の理事会が責任を有して自律的に

計画するものとなり，外部評価委員の選任も理事

会が責任を有する。

　ただし，日本の自己点検・評価や外部評価のよ

うに各大学が全く異なる評価を実施するわけでは

なく，具体的な評価項目については，プロトコル

において標準的なものが設定されており，外部評

価はこれに準拠して行われる。評価は，研究組織

（���������）およびその内部の各研究プログラム

の２つのレベルでなされるが，評価項目の構成は

両レベルでほぼ同様となっている。ただし，研究

組織レベルの評価では戦略や組織的な側面が強調

され，プログラムレベルの評価では研究の結果や

質に重点がおかれる。表１は，プロトコルによっ

て提案されている外部評価報告書の構成であり，

プロトコルにはこの内容をより具体化したチェッ

クリストも示されている。

　この中で，研究プログラムの研究内容について

は，以下の４項目について評価がなされる。

・質（�������），

・生産性（��������	��
），

・関連性（���������），

・活力と可能性（�����������	�
����
�����）

　「質」については研究活動の卓越性や最高レベル

の研究を実施する能力，国際的な学術界における

功績を示す。「生産性」は，多様な方法による研究

の成果であり，定量的な測定方法として，論文の

分析であるビブリオメトリクスだけでなく，特許

分析であるテクノメトリクス，研究の社会経済的

な成果を示すソシオメトリクスが想定されている。

「関連性」は学術界の発展や社会的課題に対する

研究課題選択の適切性を意味し，「活力と可能性」

は研究グループが将来性の無い研究を中止して新

表１　標準的な評価項目

１．研究組織の全体についての評価

　１�１　組織のリーダーシップ，戦略，方策への意見

　１�２　資源，資金配分方策，施設の質の評価

　１�３　組織の学術的な評判に関する評価

　１�４　組織の社会的適切性（���������）の評価

　１�５　組織が考察した長所・短所（����分析）への意見

２．組織の各研究プログラムの評価

　２�１　研究プログラムの質，生産性，適切性，将来性の点数化された評価

　２�２　点数化された評価の説明

����研究プログラムのリーダーシップ，戦略，方策への意見

����研究スタッフ，（人的）資源，資金配分方策，施設の質の評価

����研究出版物，および出版戦略の質・量の評価

����グループ／プログラムの学術的な評判に関する評価

����研究プログラムの学術的観点およびより広い社会的観点からの適切性の評価

����グループ／プログラムの将来性の評価
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しいプロジェクトを始める柔軟性や，研究プロ

ジェクトのマネジメントの能力を意味している。

　この４項目それぞれについて５段階で判定され

るとともに，全体の記述説明がなされる。５段階

が持つ意味は，これまでの大学評価プロトコルか

ら変更された。すなわち表２に示すように，以前

の最下位の評点「����」がなくなり，最上位が

「���������」と「���������」と二段階に分けられ

た。これは，国際的にみて����と位置づけられ

る研究プログラムはほとんど存在せず，逆に優れ

た研究の中から国際的に極めて優れたものを識別

しようとするためと考えられる。「���������」の定

義は，「研究活動が国際的に最先端であり」，「研究

組織が国際的なリーダーである」と，国際水準と

の比較を意識したものとなっている２。

　評価結果である外部評価報告書は公表される。

ただし，質の改善のためには，評価委員会が研究

内容や組織の将来性を自由に論じることができる

ことが必要であるとし，評価委員会は大学の理事

会などに向けて，非公開のマネジメントレターを

出すことができるようになっている。

　この新たな評価システムについては，����，

���，大学協会が共同で，評価方法や評価結果の

有効性について今後にメタ評価を行うことが定め

られており，独立のメタ評価委員会が����に

おかれている。

４．２　大学における研究評価の実施

　大学の理事会はこの標準的評価プロトコルに準

拠して評価を実施する。実際には，本調査時点ま

でに既に実施・公表された少数の評価報告書を見

る限り，その構成や内容にはばらつきがある。し

かし，標準的プロトコルによってある程度は評価

間での比較可能性が担保され，評価結果を様々な

場で活用しやすくなっている。また，各大学はこ

の標準的プロトコルに，追加的な評価項目や，外

部評価委員の選定方法や，評価にかかる経費の大

学内での拠出方法などの詳細な実施手順を加えて，

大学ごとや研究組織ごとの独自のプロトコルを作

成している。

　例えば，ライデン大学の評価プロトコルでは，

博士訓練の評価を研究評価の一環として行うこと

を定めている（������������	
����２００３）。３つの工

科系大学の共同プロトコルでは，「３大学の間で

研究活動の調整をいかに行えるか」などの追加設

問をたてており，外部評価も３大学が共同で実施

することを第一の選択肢として検討すべきと述べ

ている（３���２００５）。

　また，標準的プロトコルでは「研究プログラム」

が研究内容の評価の単位となっているが，学問分

野の共通性はあったとしても「プログラム」と呼

ぶほどに研究活動間に統一性がなく，教員の研究

が個々に実施されているような分野（たとえば人

文学分野）においては，������，������，��������

などという語を用いて組織化する可能性も指摘し

ている。また，評価手法については，ライデン大

学のプロトコルには，希望があればビブリオメト

リクス分析を自己評価書に含めることが可能と明

記されており，実際にライデン大学以外でも理学

分野などでは既にビブリオメトリクス分析を自己

評価において行っている大学が複数ある３。さらに，

研究活動や成果の社会的関連性の分析を外部コン

サルタントに委託している例もある（��������	


２００３）。

５．研究大学院の認証とトップ研究大学院
　の評価
　

　オランダでは上記の研究評価のほかに研究活動

に関連して組織の評価を行うものとして，「研究

大学院（���������	
����）」の認証が行われてい

る。オランダでは１９８０年代以前には，博士号取得

２　このように評価を実施するにつれて評点結果が上昇し，評点スケールの修正が求められることは英国の���でも観察さ

れている。英国では，その原因として，実際に研究の質が向上されただけでなく，評価への対応技法の向上や，前回よ

りも悪い点をつけにくいという評価者の心理などが指摘されている。
３　たとえばフローニンゲン大学の科学技術クラスター，アムステル大学の物理分野の評価報告書を参照。

表２　評点の設定

����２００３�２００９�����１９９２�２００２

５������������������５

４���������

３��������４

２����������	
����������	
３

１�����������	
������������	
�２

����１
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を目指す人は教員スタッフ（研究助手）として大

学に雇用されて，教員に指導されながら博士論文

を執筆していた。しかし，このような徒弟制度で

は研究者としての訓練が十分に行われていないこ

とから，１９８１年から����������������	
�
��を設け，

１９８５年からは４年間の訓練助手（�������������

��������：���）制度が導入された。さらに，博士

号取得を目指す研究者への訓練をより体系的に行

うために，１９９１年に「研究大学院」という制度が

導入された。

　研究大学院の目的は，一つには先導的な研究者

により���などの若手研究者の訓練を行うことで

あり，もう一つにはトップレベルの研究を大学

内・間で集中化させることにある。研究大学院は

学問分野別に作られ，多くの研究大学院が複数の

大学が参加する形で構築されている。オランダに

は研究大学院の数は１００以上あり，博士号取得を

目指す研究者の多くは研究大学院で訓練を受け，

また，大学の研究活動の少なくとも７５％がこれら

研究大学院で行われているという（�����２０００）。

　研究大学院は，大学が設置申請書を����に

置かれた研究大学院認証委員会（����）に提出

し，評価を受けて認証されることで正式に設置さ

れる。その認証基準は，『研究大学院の認証

����������	�
������
������』（�����２００５）と題

された規約の中で定められている。その基準を付

属資料１に記した。

　この研究大学院の認証（および再認証）の制度

は，大学の研究評価システムが上述のように変更

になったことにより，その評価結果を有効に使え

るように改訂された。すなわち，大学評価にあわ

せて認証の有効期間を６年間とするとともに，上

記の規約の第８条２項において「継続認証申請に

際しては，研究大学院は独立した国際的な専門家

によって構成される委員会による，過去６年間に

わたる研究大学院の教育および研究の質に関する

評価報告書を提出する。委員会は，再申請の提出

期限の３６ヶ月前までに評価を行わなければなら

ない」と定め，大学が研究大学院を単位（あるい

はその一部）として外部評価を行い，その結果を

再認証の資料として用いるようにした。このよう

な評価間の連携によって，大学側の評価作業の負

担軽減が期待される。

　なお，教育文化科学省は１９９７年にこれら１００以

上の研究大学院の中からいくつかを国際的にトッ

プレベルの質をもつ�����������	
�����
�とすること

を目指して���������	�
��	����	
	������	�	�����

�������という助成プログラムを設立し，翌１９９８年

に３４の申請から６つの「トップ研究大学院」を選

択した（いくつかのトップ研究大学院は複数の研

究大学院のコンソーシアムの形態である）。助成は

５年間が二期（合計１０年間）行われるものであり，

第一期が終了した２００３年にはトップ研究大学院ご

と，およびプログラム全体の中間評価が行われた４

（����２００３）。この中でも，以前の大学協会によ

る研究評価結果が多少引用されているが，作業負

担を軽減するほどのものには今回はなっていない。

６．研究情報データベース

　報告書『質の責任』では大学の提出データの標

準化が推奨された。標準的評価プロトコルには研

究評価に必要なデータが最低限定められているが，

それを含めた研究関連のデータの収集・提供のた

めのデータベースの調整が現在，進められている。

　オランダには研究情報を提供するデータベース

が複数存在している。各大学内部での研究情報の

収集や，大学自身による情報提供には，�����と

呼ばれるシステムが使われている５。�����は，

ナイメーヘン大学の情報サービスセンター（���）

が開発し，１９９７年以降は使用している大学の代表

者からなる�����グループにより運営されてい

る。大学の評価においては，たとえばライデン大

学の研究評価プロトコルでは，教員は研究のイン

プットとアウトプットについて�����に登録す

ることが義務づけられている。

　この�����では個々の大学ごとにデータベー

スが形成・公開されているが，国全体レベルの研

究情報を包括的に扱っているものとしては，

����の科学情報サービスセンター（����）に

よる「オランダ研究データベース（���：

４　なお，第二ラウンドとして新たなトップ研究大学院を選ぶ計画は実施されず，そのために計画されていた資金（大学へ

の一括補助金から再配分される）の一部は，革新的な研究活動を促進するための研究者個人向けグラントとして２０００年

に新設された�����������	
�
��
����

����
��
�
�
に使われた。
５　�����������	
��	���

���
��
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�����������	
�������
	�������
）」がある６。こ

れは日本の科学技術振興機構の����に近いデー

タベースであり，データの内容は，研究組織（プ

ロフィールや住所など），研究者（専門分野，教授

や准教授の住所），研究活動（研究プロジェクトや

プログラム）の３つのカテゴリーであり，ウェブ

サイトで公開されている。

　この���は現時点の形態では研究評価には十

分に活用できないと認識されており７，既存のデー

タベースをつなぐ形の新たな国レベルのポータル

の開発が進められている途上である。それが

���������	
���
�
�������
��������������������	

��������	��
��
���
（������）である８。������

は大学やその他の研究機関による研究情報や論文

の全体像を提供可能なものとして考案され，

����，���，大学協会，ナイメーヘン大学���

が開発を行っている。������は���，�����，

�������（���������	�
���	�
�����������９），����

�����の公開情報，ウェブサイトからの検索情報を

提供するものとなっている１０。このデータベースが

実際に評価にいかに用いられるかは今後，注目す

る必要がある。

７．日本の研究評価制度との比較

　以上のように，オランダでは，大学協会によっ

て行われていた分野ごとの全研究プログラムの評

価を，研究マネジメントの質にもいっそうの重点

をおいた，個別大学の自律性の高い評価へと変更

した。ただし，一方で，研究評価と研究資金配分

との関係については今後の展開も予想されている。

����������	
����

�において教育文化科学大臣は，

卓越した研究活動を促進するため，ある種の「業

績に連動した研究費配分」を導入する意図を示し

ている。長期的には，優れた研究活動を行った大

学や学科に研究費を再配分することを可能とする

システムを導入したいと述べており，大学協会，

���，����と２００６年に結論を得るように研究

評価システムいついて議論を進めるとされている

（���������	
���
�２００４������）。しかし，一方の

大学側は，オランダは学術的な研究の質も高く，

イノベーションにも貢献しているため，資源配分

システムを変える必要はないと考えているという

指摘もあり１０，今後の展開を見守っていく必要があ

る。

　では，２００３年に変更されたオランダの新たな研

究評価システムから，日本はどのような点を学ぶ

ことができるであろうか。オランダの新たなシス

テムは一見すれば，日本でこれまで行われてきた

外部評価（大学自身が主導的に行う外部者による

評価）に近いようにも見えるが，評価項目，評価

単位のレベル，評価頻度などの方法は標準化され

ており，個別大学による営みとして捉えるよりは，

国レベルで調整された評価システムとして捉え，

日本の第三者評価システムと比較するほうが適し

ている。

　そのため，表１には，大学評価・学位授与機構

が２０００�２００３年に実施した研究評価（試行評価），

および，現在行われている機関別認証評価の中で

２００６年度から実施される選択的評価基準「研究活

動の状況」との評価方法の比較を示している（現

時点では国立大学法人評価における研究活動の評

価方法については検討の途上であるため，本稿で

はとりあげない）。

　日本の認証評価は大学を評価単位とするもので

あり，オランダや日本の試行評価よりは，評価単

位のレベルが高いという根本的な違いがある。し

かし，そうであっても，評価方法にはある程度の

共通性が見られる。

　一つは，日本においてもオランダと同様に，研

究マネジメントにも重点がおかれていることであ

る。これは，いずれの評価でも研究活動の改善が

評価目的として掲げられており，さらには認証評

６　������������	
��
����	���������	��	���������
７　����の������������	氏へのヒアリングによる（２００５年３月１４日）
８　試作版が現在公開されている。������������	
��
�������	
��
�
９　������������	
���
����������������２���������７
１０　なお，ヨーロッパではこのような研究情報データベースの交流組織として��������（����������	
����
�����
�����

�������）という非営利の協会が設立され，専門職の教育，知識共有，コミュニティの強化が目指されている。

������������	
��

���
�
１１　教育文化科学省の��������	��
�����
��������	�����氏らへのヒアリングによる（２００５年３月１５日）。



林：オランダにおける大学の研究評価の展開 ��

価では大学の研究活動に関する質の保証も求めら

れているため，過去の研究業績を評価するだけで

は不十分であり，将来にも質の高い研究活動を継

続して能力を評価する必要があるためである。

　また，研究業績の評価方法については，機構の

認証評価は教育評価に重点をおくものであるため，

研究評価はピアレビューによる評価を行わないと

いう大きな違いがある。ただし，認証評価では，

各種の指標や外部評価などの他の既存の評価結果

や調査結果などに基づいて評価を行う方式をとっ

ており，これはオランダにおける「学術的評判」

の評価項目に近く，また，複数の研究評価間での

参照による負担軽減というオランダの方向性とも

合致したものと言えよう。また，業績評価の視点

として，オランダでは既に１９８０年代から，学術的

な質だけでなく，経済・社会的課題との関連性に

も重点をおいて評価を行っているが�（��������

�����������	
��２０００），日本でも社会的効果を学

術的質と並ぶ独立の評価項目として立てており，

共通の傾向を有している。

　このように評価項目には共通性がみられるが，

これらの具体的な評価の技術については日本はい

まだ発展途上である。マネジメントの評価につい

ては，オランダではリーダーシップや研究戦略・

ポートフォリオが評価項目としてあげられるとと

もに，����分析などの組織評価手法が取り入れ

られており，評価対象が戦略的な意思決定を行え

る組織体へと展開することが促されている。また，

研究業績の評価においては，論文の引用分析や，

関連産業へのアンケートや各種指標などによる社

会的関連性の分析など，専門的な分析手法がしば

しば自己評価で試みられており，日本においても

このような評価技術の発展が望まれる。

　また，より大きなフレームワークの点でオラン

ダと日本には相違が見られる。一つには，評価単

位の設定の仕方である。オランダでは，研究活動

を研究プログラムとしてグループ化し，さらにそ

の上位を１２０～２００人程度の研究組織（研究大学院

など）としてまとめ，教育組織とは異なる研究活

動の組織化を評価によって推進している。このよ

うな組織構造は，研究の発展動向に即した研究活

動の優先付けを機動的に行えるものと見られてい

る。

　一方で日本ではこのような研究活動のための組

織化はこれまでは十分行われておらず，個人ごと

の研究活動が学部・研究科などの伝統的学問分野

に即した教育組織によって共同体的にまとめられ

ている傾向が依然として強い。そのため，試行評

価では，研究業績の判定については教員単位でな

された後に研究分野ごとにとりまとめられ，マネ

ジメントの評価については学部・研究科ごとに

（あるいは学科まで掘り下げて）なされるという

２元的な評価システムが構築された。今後の機構

の認証評価では，学部程度の規模であれば，大学

自身が提出する「活動実績票」を作成する単位を

設定できるようになっているが，研究活動の新た

な組織化を積極的に促すものとまではなっておら

ず，���形成などの評価以外の政策とあわせて

今後の検討が望まれよう。

　また，日本では国レベルの評価の全体像という

表３　オランダおよび日本における評価方法の相違

日本の大学評価・学位授与機構による研究評価

オランダ（２００３年～） 認証評価における選択的評価項目

（研究活動の状況）
試行評価（２０００～０３年）

大学学部・研究科研究組織（���������）評価単位

（実績票を学部程度の大きさの組

織単位で提出）

分野（教員個人の判定の集計）研究プログラム研究業績を評価

する組織単位

認証評価委員会の下部の評価部会組織評価を行う専門委員会と，ピア

レビューを行う部会

外部評価委員会（評価単位ご

と）

評価実施者

研究マネジメント（実施・支援・

推進体制，施策，改善システム）

研究マネジメント（研究体制・支

援体制，諸施策・諸機能，改善シ

ステム）

研究マネジメント（リーダー

シップ・戦略，資源，評判・

社会的適切性，����分析）

評価項目の主な

構成

研究活動成果（研究活動の活発さ，

質，社会・経済・文化的貢献）

研究成果（研究水準，社会的効果：

下位に詳細な項目を設定）

研究成果（質，生産性，関連

性，活力と可能性）
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点でも大きな課題が残る。オランダでは複数の評

価システム間の関連性をもとに新たなシステムが

検討された。しかし，日本では学校教育法で要求

される自己点検・評価と認証評価，および国立大

学法人評価の間の関係が明確でなく，それ以外の

研究評価や教育評価とあわせて，無用な評価負担

を生じる原因となっている。さらに，オランダで

進められているようなデータの標準化やデータ

ベースの構築については，日本においても大学評

価・学位授与機構が「大学情報データベース」の

構築を始めているが，研究成果については科学技

術振興機構の����が既に存在しており，それら

の間での調整や，評価に用いるためのデータの精

緻化やデータ項目の変更が今後求められることに

なるであろう。

　以上のように，評価項目や評価基準については

オランダの研究評価と日本はある程度の共通な傾

向をみることができるが，分析手法という評価の

具体的な側面，および，国全体の評価のグランド

デザインという包括的な側面の両者において，日

本には今後に検討を行っていく余地が大きく残さ

れていると言えよう。
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林：オランダにおける大学の研究評価の展開 ��

題」『高等教育研究叢書６２�大学評価の動向と課

題』広島大学大学教育研究センター

附属資料１�研究大学院の認証評価基準（����������	�
������
�������の第７条）

（各基準にはその下位に判断基準が設定されているが，ここでは省略する）

基準１�　研究大学院は，学生を自立した研究者へと訓練するために，適切で組織化された教育プログラ

ムを提供する。その際に学生の権利および義務が明文化されている。

基準２�　研究大学院は，明確な研究のミッションを有している。実施する研究分野に関しては，明確に

範囲が定められ，一つ以上の主要な研究課題が定義されている。研究大学院は，国内および国際的に

極めて質の高い研究グループを一つ以上擁する。研究大学院は，オランダ国内および国外の他の研究

グループと積極的に共同を行い，その支持基盤を広げていく。

基準３�　研究大学院は，独自の予算と管理責任を有する独立の組織体として機能する。研究大学院が設

置される大学から，計画されている研究大学院の容量（キャパシティ）という点で十分な財政面での

保証が最低４年間なされる。

　　研究大学院は，学部規則（���第９�２０，９�２２条第１項），運営管理規則（���第９�２１，９�２２条第２

項および３項），あるいは２校以上の大学の共通規定（���第９�２３条）の下で設置される。

　　研究大学院の業務および責任は，明白かつ透明な形で，研究大学院内の組織に割り当てられる。

基準４�　同じ大学あるいは異なる大学に位置する研究グループが，類似のあるいは補完的な研究ミッ

ションをもっている場合には，一つの研究大学院において協力することができる。また，研究大学院

は，���，���，����の附属研究所やその他の研究所と，長期の協力契約を結ぶことも可能であ

る。研究大学院の運営面および財政面の責任は，一つ以上の大学に課せられる。複数の大学が関わっ

ている場合には，参加大学が研究大学院に対する主要な責任を担う。

基準５�　研究大学院の理想的な規模は，研究分野，計画，人材，および組織面の考慮，財政，研究教育

助手の潜在的な数，博士号取得者に対する労働市場からの要請によって決定される。指針としては，

毎年１０人ずつ入学するとして，最低４０人程度の学生が研究・訓練を行う規模が必要である。正当な理

由があれば，例外的により小さい規模でも認められる。

基準６�　研究大学院は，研究プロジェクトを慎重に選択し，優先順位をつけ，認可することによって形

成される長期的な活動計画を有している。研究大学院は，研究教育助手を選択するための一定の手続

を有している。

基準７�　研究大学院では，４年間のプログラムにおいて，グループによる訓練と，個別の訓練・指導の

両方が行われる。

基準８�　研究大学院は，オランダ国内・国外のポストドクター研究者を採用することができる。

基準９�　研究大学院に関わっている教員は，学部教育にも携わるものとする。

基準１０�　研究大学院は，毎年，その方策と成果を報告する。研究大学院は，６年後に実績を評価される

ために，十分な情報を提出する。
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